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ここ
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がが
市市
のの

家家
計計
簿簿
でで
すす

特別会計の執行状況

病院事業会計の執行状況

公債残高
◆普通債
総 務 １０億 ２８６万円
民 生 １億２，８７１万円
衛 生 ７億 ７２８万円
農林水産業 ６億４，８５９万円
土 木 ４０億６，５７０万円
公営住宅 １億２，６４７万円
消 防 ８，０５４万円
教 育 ２５億５，２１８万円

◆災害復旧債
土 木 １，１４０万円
文教施設 ４０万円
その他 １９４万円

◆その他
市民税等減税補てん債 ５億１，７２０万円
臨時財政対策債 ３２億４，９１９万円
臨時税収補てん債 ２，９６５万円

◆合 計 １３１億２，２１１万円

基 金

財政調整基金 ３億９，４６３万円

国民健康保険財政調整基金３億２，１３６万円

社会福祉振興基金 ５億 ２９７万円

ふるさと振興基金 １億９，１１５万円

減債基金 ７万円

育英資金貸付基金 １億５，７３８万円

スポーツ振興基金 １億 ２０万円

介護給付費準備基金 １億３，３４４万円

高額医療費資金貸付基金 １，０００万円

出産費資金貸付基金 ７００万円

学校施設整備基金 ９，３４１万円

土地開発基金

土 地 ２１６．３４㎡ 貸付金 １，１３１万円

現 金 ８，００９万円 預託金 ８０万円

執行率
９２．３％
９０．７％
９１．１％
８７．５％
９５．５％
８７．０％

執行済額
４２億 １５５万円
４１億２，７４８万円
２８億９，１２３万円
２７億７，６５３万円
２１億７，７９７万円
１９億８，２７６万円

予算現額

４５億５，２８９万円

３１億７，４０７万円

２２億８，０２２万円

区 分
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出

国民健康保険
特 別 会 計
老人保健
特別会計
介護保険
特別会計

執行率
９９．１％
９８．５％
９６．２％
９７．０％

執行済額
２６億８，５４６万円
２６億７，０３４万円
１億３，１４６万円
２億５，９５８万円

予算現額

２７億 ９９１万円

１億３，６６６万円
２億６，７４９万円

区 分
収入
支出
収入
支出

収益的

資本的

市有財産

建物（㎡）

５，３５８．３８

１００．９０

３，２７７．００

６７，２７５．３５

１０，６４８．０６

１７０．４８

３５，７９４．３０

４，８５３．１３

１２７，４７７．６０

土地（㎡）

１８，５７０．００

３，１３０．２０

１０，５６３．００

２７５，２８５．２６

４３，６０４．３０

１６８，８４９．４２

１８４，６１１．６３

５，０２９．００

８０，４９１．２１

８３，９５２．２５

３５４，５５９．４３

１，２２８，６４５．７０

区 分

本庁舎

消防施設

その他の施設

学 校

住 宅

公 園

その他の施設

その他

宅 地

山 林

その他

合 計

その他の
行政機関

公共用
財 産

行
政
財
産

普
通
財
産
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国国かからら地地方方へへ税税源源移移譲譲

市・県民税は、市民の皆さんの日常生活に身近なかかわりを
もつ県や市のいろいろな仕事のための費用を、市民の皆さんに
その収入に応じて負担していただく税金ですが、この度、国の
所得税から地方の住民税（市・県民税）へ３兆円の税源移譲が
全国一斉に行われます。
これにより１９年度から市・県民税は増えますが、所得税の最
低税率の引き下げなどにより、納税者の「市・県民税＋所得
税」の税負担額は変わりません。
その他、暫定的な特例措置として実施されていた「定率控除
（減税）」は１９年度から廃止されました。

市・県民税の税率が１０％（市６％・県４％）に統一され、所
得税の税率構造が改正されます。（＝表１）
税源移譲に伴う市・県民税と所得税の改正は、皆さんに更な
る税負担増を求めるものではありません。市・県民税の最低税
率を引き上げる一方、所得税の最低税率を引き下げる他、調整
措置を行いますので、税源移譲の前後で住民税と所得税の合計
税額は、基本的に変わらないようになっています。（＝表２）

※市県民税は１９年６月分から、所得税は１９年１月分から適用さ
れます。※分離課税の譲渡所得等は除きます。

平成１１年度から実施されてきた定率控除（減税）は、１９年度か
ら廃止になりました。これにより税額は、増えることになりま
すのでご留意ください。
※所得税の定率控除（減税）も１９年分から廃止されました。
※表２ 税源移譲前後の所得税と市・県民税
税源移譲により市・県民税が増えても、所得税が減るため、
納税者の負担はほとんど変わりません。
例 夫婦＋子供２人
子供１人が特定扶養親族（１６～２２歳）・妻収入なし

※一定の社会保険料が控除されているものとして計算していま
す。（市・県民税減額措置のための調整控除を行っています）市
・県民税の均等割は含まれていません。定率控除（減税）は廃止
されるため計算に含みません。

市・県民税と所得税では、基礎控除や配偶者控除などの人的
控除額に差があります。（＝表３）
これにより同じ収入金額でも市・県民税の課税所得は所得税
よりも多くなり、市県民税の税率を１０％に引き上げた場合、所
得税の税率を引き下げただけでは税負担が増えてしまいます。
そこで、納税者の税負担が変わらないように、市・県民税に
おける人的控除額差による負担増を減額調整するために調整控
除が新設されました。
☆調整控除の算出方法
○市・県民税の課税所得金額が２００万円以下の方
次のいずれか小さい額の５％
・人的控除額の差の合計（基礎控除額差を含む）
・市県民税の課税所得金額
○市・県民税の課税所得金額が２００万円超の方
｛人的控除額の差の合計!（市・県民税の課税所得金額!２００万
円）｝×５％
ただし、この額が２，５００円未満の場合は２，５００円とする。
表３ 所得税と市県民税の人的控除額比較（一例）

６５歳以上で前年の合計所得額が１２５万円以下の方に対する非
課税措置が廃止になったことに伴い、これに該当する方で平成
１７年１月１日現在、６５歳以上に達していた方（昭和１５年１月２
日以前生まれの方）には、平成１９年度は市・県民税所得割及び
均等割の税額の３分の１相当額を減額して課税されます。
なお、平成２０年度からは全額課税になります。

○均等割も所得割も課税されない方
①生活保護法により生活扶助を受けている方
②障害者、未成年者、寡婦または寡夫で１８年中の所得が１２５万円
以下の方
○均等割が課税されない方
１８年中の所得が次の算式で計算した金額以下の方
２８万円×（控除対象配偶者及び扶養親族の数＋１）＋１６万８千円
・ただし、控除対象配偶者及び扶養親族がいない場合は２８万円
○所得割が課税されない方
１８年中の所得が次の算式で計算した金額以下の方
３５万円×（控除対象配偶者及び扶養親族の数＋１）＋３２万円
・ただし、控除対象配偶者及び扶養親族がいない場合は３５万円

１８年中に高齢や無職等で所得がなかった方、扶養されていた
方、１８歳以上の学生の方も申告書を提出してください。（国民健
康保険税の軽減適用や各種税務証明書の基礎資料になります）

市市・・県県民民税税がが変変わわりりまますす

３．市・県民税減額のための「調整控除」の新設

◆平成１９年度（１８年分所得）からの主な改正点
１．市・県民税の税率が１０％に統一されます

４．６５歳以上の「非課税措置」廃止による経過措置

◆市・県民税が課税されない方
２．「定率控除（減税）」が廃止になりました

◆無収入で申告をしていない方へ

改正（平成１９年度から）
税率

（ ）は市民税分

１０％
（６％）

５％
１０％
２０％
２３％

３３％

４０％

課税所得

一律

１９５万円以下
１９５万円超～３３０万円
３３０万円超～６９５万円
６９５万円超～９００万円
９００万円超～
１８００万円
１８００万円超

現行（平成１８年度まで）
税率

（ ）は市民税分
５％（３％）
１０％
（８％）
１３％
（１０％）

１０％

２０％

３０％

３７％

課税所得

２００万円以下
２００万円超～
７００万円
７００万円超

３３０万円以下

３３０万円超～
９００万円
９００万円超～
１８００万円
１８００万円超

市
県
民
税

所

得

税

増 減 額

０円

０円

０円

０円

改 正 （単位：円）

合 計

９，０００

１９５，０００

４５９，０００

１，１３０，０００

市県民税

９，０００

１３５，５００

２９３，５００

５３９，０００

所 得 税

０

５９，５００

１６５，５００

５９０，５００

現 行 （単位：円）

合 計

９，０００

１９５，０００

４５９，０００

１，１３０，０００

市県民税

９，０００

７６，０００

１９６，０００

４４２，０００

所 得 税

０

１１９，０００

２６３，０００

６８８，０００

給与収入

３００万円

５００万円

７００万円

１，０００万円

差 額
５万円
５万円
１０万円
５万円
１８万円

市県民税
３３万円
３３万円
３８万円
３３万円
４５万円

所 得 税
３８万円
３８万円
４８万円
３８万円
６３万円

区 分
基礎控除
配偶者控除
老人配偶者控除
扶養控除
特定扶養控除

問税務課市民税班!７３ー００８７、野栄総合支所税務室!６７ー３１１３
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